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プラスチック資源循環の取組について 

 

１ 前回（第６３回審議会）の議論まとめ 

（１）背景 

 プラスチックによる海洋汚染が地球規模で広がっており，生態系を含めた海洋環境

への影響，船舶航行への障害，観光・漁業への影響及び沿岸域居住環境への影響等

が懸念されている。 

 2018 年 6 月，第４次循環型社会推進基本計画が策定され，「プラスチックの資源循

環を総合的に推進するための戦略（「プラスチック資源循環戦略」）を策定してこれ

に基づく施策を進めていく」とされた。 

 2018年 7月，「プラスチック資源循環戦略」の在り方が中央環境審議会に諮問され，

中央環境審議会循環型社会部会の下にプラスチック資源循環戦略小委員会（委員

長：酒井部会長）を置き，必要な検討を行うことが決まっている（本戦略は来年６

月に大阪で開催するＧ２０までに策定する予定）。 

 本市においても，食品スーパーにおけるレジ袋有料化の全市展開など，プラスチッ

クごみの２Ｒ及び分別・リサイクルの促進の取組（表１）を進めてきた。 

 

表１ 本市におけるプラスチックごみに係る代表的な取組 

取  組 内  容 

食品スーパーでのレジ袋有料化 

市民団体と連携した「レジ袋削減協定」を小売事

業者と締結し，店舗面積 1,000 ㎡以上の全ての食

品スーパーについて，政令市で初めてレジ袋有料

化を実施した（平成２７年１０月）。 

マイボトル推奨店 

マイボトル対応している店舗を推奨店として登

録（13 社 239 店舗）し，リーフレットや市民し

んぶん，ＨＰ等で周知している。 

プラスチック製容器包装及びペッ

トボトルの分別収集・リサイクル 

有料指定袋を導入して分別収集し，各種リサイク

ルを実施している。 

家庭ごみ有料指定袋に 

バイオマスポリエチレンを配合 

政令市で初めて家庭ごみ有料指定袋全９種類の

原料の 10%にバイオマスポリエチレンを活用す

る取組を実施している（平成３０年７月）。 

 

（２）主な意見 

 レジ袋削減は，食品スーパー以外の業態についても積極的に働きかける必要がある。 

 ペットボトルの削減については，マイボトルの一層の普及が不可欠であり，利用機

会を増やすべく，飲料水等の供給システムの構築と併せて検討していく必要がある。 

 レジ袋とペットボトルだけでなく，使い捨てプラスチックを幅広く削減の対象とす

ることも重要。 

 プラスチックごみに関する国の議論を踏まえながら，レジ袋・ペットボトルをはじ

めとした使い捨てプラスチックの削減施策について，京都市廃棄物減量等推進審議

会部会において，今後更に検討していく。 

【資料２－１】 
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２ 本市を取り巻く国内外の環境 

（１）国際動向 

 世界では，回収されたプラスチックごみの 79％が埋立あるいは海洋等へ投棄され

ており，資源循環している割合が低い一方，容器包装プラスチックの使用は拡大傾

向にあり，今後 20年で現在の生産量の 2倍になるという予想もある（資料 2－2 ス

ライド 13，14）。 

 このような状況を受け，2018 年 1月，欧州委員会は EUプラスチック戦略を策定し，

以下の項目等を定めた（資料 2－2 スライド 18）。 

① 2030 年までに EU 市場におけるすべてのプラスチック容器包装をリサイクル可

能なものにすること 

② 使い捨てプラスチック製品を削減するとともに，海洋汚染対策としてのマイク

ロプラスチックの使用規制を検討すること 

③ 新たな投資・雇用の機会を創出すること 

 更に，欧州委員会は，2018 年 5 月，欧州の海岸や海に多く見られる使い捨てプラ

スチック10品目と漁具を対象とした規制案を示している（資料2－2 スライド19）。 

 EU 以外のアジアやアフリカ等でも，レジ袋をはじめとする使い捨てプラスチック

の規制やその検討が進められている（資料 2－2 スライド 20-22）。 

 グローバル企業を中心に，プラスチックの資源循環に関連した各種取組を中長期的

に今後進めていくことを発表している（資料 2－2 スライド 5,6,26,27）。 

 

 

 

  

国内外の企業の主な取組 

 将来的に，プラスチック製の容器包装やストロー，製品等に再生可能素材やリ

サイクル素材を使用することを発表【コカコーラ，ネスレ，ボルボ・カーズ，

マクドナルド，ユニリーバ，レゴ等】 

 将来的に，飲食店舗等の施設でプラスチック製の使い捨てストローやマドラー

の使用を廃止することを発表【アラスカ航空，すかいらーくホールディングス，

スターバックス，ディズニー，ヒルトン，マリオットインターナショナル等】 

 店舗のビニール袋を紙袋に置き換え【アディダス】 

 海洋から収集された再生プラスチックによる製品等を製造・販売【アディダス，

アメリカンエキスプレス等】 
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（２）国内動向 

○プラスチック資源循環戦略小委員会（これまで３回開催） 

① 平成３０年８月１７日 プラスチック資源循環戦略小委員会（第１回） 

 ＜論点に沿った討議＞  

 

 

主な論点（当日の資料から一部抜粋） 

 日本の一人当たりのプラスチック容器包装排出量は他国と比べて多く，使い

捨てプラスチックの容器包装や製品の代替・回避等を通じた大幅削減が国際

的に求められている中，環境負荷の低減に資するプラスチックの使用削減を

どのように進めるべきか。【２Ｒ（リデュース・リユース）】 

 アジアの禁輸措置のトレンドや未利用プラスチックが相当程度あること等を

踏まえ，使用済プラスチックの徹底的かつ効果的・効率的な回収・リサイク

ルをどのように進めるべきか。【分別回収・リサイクル】 

 リサイクルで得られた再生材や再生可能資源であるバイオマスプラスチック

等について，需要拡大，実用性向上や化石資源由来のプラスチックからの置

き換え等の利用促進をどのように図るべきか。【再生材・再生可能資源の利用】 

 日本の陸域から年間数万トンのプラスチック廃棄物が海洋流出しているとの

推計を踏まえ，プラスチック廃棄物の海洋流出防止や海岸漂着物等の海洋プ

ラスチック対策をどのように進めるべきか。【海洋プラスチック対策】 

委員の主な意見 

 容器包装プラスチックは，フードロスの削減等の機能も考慮しながら，リ

デュースを進めることが肝要である。 

 使い捨て容器包装プラスチックを削減していくことを明快に示すことが重要

である。 

 最低限，レジ袋の有料化は戦略の方向性として盛り込んでいただきたい。 

 有効利用（マテリアルリサイクル，ケミカルリサイクル，サーマルリサイク

ル）されている廃プラが 84%，未利用（単純焼却，埋立）の廃プラが 16%であ

り，未利用を減らしていることが課題である。 

 サーマルリサイクルの位置づけを議論しなければ，今後の方針が明確になら

ない。 

 回収・リサイクルに係る事業者の自主的な取組を支援していくことが必要で

ある。 

 自治体は容器包装プラと製品プラの一括回収を実施すべきである。 

 化石燃料起源のプラスチックをいかに代替して極力なくしていくという方向

性を定めることが必要である。 

 海洋ごみ対策は，日本の廃棄物処理・管理に係る技術や経験を周辺国に提供

することが有効である。 

 まだまだ多くの方が，海洋ごみは外国の問題であり，自分たちの生活から出

るものではないと思っている。 

 日本の取組は遅れていることを認識したうえで戦略を策定すべきである。 

 数値目標を明確化し，大きな方針を示すことが重要である。 



4 

 

② 平成３０年９月１９日 プラスチック資源循環戦略小委員会（第２回） 

地方自治体，一般社団法人，メーカー等の関係者（下記参照）から，プラスチッ

クの資源循環に係る各種取組状況に関する説明等がなされた。 

 

＜関係者＞ 

宮城県，（一社）ＪＥＡＮ，花王㈱，（一社）日本自動車工業会，日本バイオプ

ラスチック協会，㈱カネカ,日本製紙㈱ 

 

③ 平成３０年１０月１９日 プラスチック資源循環戦略小委員会（第３回） 

 

 

３ 本市における更なる取組に向けて（案） 

（１）本市の現状 

 本市では，プラスチック製容器包装及びペットボトルの分別収集を行い，資源を有効

利用することに加え，有料指定袋制を導入することにより，ごみの排出抑制にも積極

的に取り組んできた。 

 そのほか，レジ袋の有料化やマイボトル推奨の取組など，２Ｒ及び分別・リサイクル

を中心とした各種取組（資料 2-3 参照）を進めてきた結果，プラスチックごみの資

源循環が進んできている（表２参照）。 

 

表２ 本市におけるプラスチックごみの資源循環 

本市が受け入れているプラスチックごみ 

（ペットボトル含む） 
Ｈ２５ Ｈ２８ Ｈ２９ 

【サーマルリサイクル】 

燃やすごみ（家庭，業者収集）中のプラスチック 
4.8 万 t 4.5 万 t 4.3 万 t 

うち容器包装（ペットボトル含む） 3.9 万 t 3.7 万 t 3.5 万 t 

【マテリアルリサイクル，ケミカルリサイクル】 

分別収集したプラスチック 

の（公財）容器包装リサイクル協会への引渡量 

1.1 万 t 1.2 万 t 1.2 万 t 

 

 本市が受け入れているプラスチックごみは全て有効利用（マテリアルリサイクル，ケ

ミカルリサイクル，サーマルリサイクル）されており，世界が直面している埋立・投

棄等の問題は表面化していないが，日本政府や企業が，プラスチックの資源循環に向

けた新たな取組や検討を始めている中，本市も，更なるプラスチックごみの２Ｒ及び

分別・リサイクルに取り組むべく，既存の取組を強化・推進していく必要がある。 

 

プラスチック資源循環戦略の素案 

 使い捨てプラスチック排出量を 25%削減（～2030 年） 

 使い捨てプラスチック製容器包装のリサイクル・リユース率を 60%まで向上

（～2030 年） 

 バイオマス素材の国内利用量を約 200 万 t まで増加（～2030 年） 

 小売店等にレジ袋の有料化義務付け 
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（２）本市における更なる取組に向けて 

  ア レジ袋の有料化（無料配布禁止等）発生抑制 

  本市では，平成２７年１０月に全国で初めて，全ての食品スーパーが一斉にレジ

袋の有料化を開始した。 

国によるレジ袋有料化（無料配布禁止等）の動向を踏まえ，本市において有料化が

進んでいないコンビニやドラッグストアのほか，小売店での実施拡大が考えられるこ

とから，食品スーパーでの実施の経験を活かし，業界団体との調整をはじめ，導入に

向けた課題整理及び本市との連携や支援の方策について検討を進めていく。 

 

イ マイボトルの推奨 発生抑制・再使用 

  使い捨て飲料容器の抑制策として，以下の取組を行う。 

（ア）推奨店舗の拡大 

コーヒーショップをはじめ，平成 28 年度にはコンビニがマイボトル推奨店（13

社 265 店舗：平成 30 年 3 月末現在）に登録されるなど，マイボトル対応が進んで

きている。推奨店の位置を地図で示した「マイボトル推奨店ＭＡＰ」（ホームペー

ジ及び冊子）による更なる啓発を行うなど，市民への認知度の向上も含め，マイボ

トル推奨店舗を拡大していく。 

 

（イ）環境にやさしい水道水の啓発  

本市（上下水道局）が観光地への設置を進めている「京の水飲みスポット」と連

携し，設置箇所を「マイボトル推奨店ＭＡＰ」に掲載するなど，市民及び観光客が

利用できるよう情報発信手法の検討を進め，マイボトルの普及啓発を進めていく。 

 

  

 

 

 

 

 

 

（ウ）観光客への普及啓発 

２Ｒ行動ガイド「しまつのこころ得」旅（たび）の巻に，マイボトル推奨の取組

を盛り込むとともに，観光客がその情報に自然にアクセスできるよう，情報発信方

法を工夫する。 

 

ウ 市民への普及啓発 発生抑制・再使用・リサイクル 

   世界が直面しているプラスチックごみ問題も絡めて，新たな啓発媒体を作成する

など周知啓発を引き続き行っていく。また，地域学習会「しまつのこころ楽考」で

のプラスチック製容器包装の分別方法に関する周知啓発など，分別実施率の向上を

図っていく。 

   さらに，清涼飲料水の約 4 割を水及び茶系飲料が占めている現状を踏まえ，本市

ならではの取組として，水道水を利用して急須でお茶を淹れて楽しむ等の生活文化

・岡崎公園，元離宮二条城，京都駅周辺等，多くの観

光客が集まる観光地や公共交通機関の駅等に設置を進

めている。（８ヶ所：３０年３月末現在） 

・参加者に水道水と市販のミネラルウォーターを飲み

比べておいしいものを選んでいただく取組を実施し，

平成 29 年度は水道水が 1位になった。 
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の定着を図ることにより，使い捨て飲料容器の使用を抑制していく。 

 

エ 事業者の取組への支援・拡大 発生抑制・再使用・リサイクル 

事業者による使い捨てプラスチックの削減やバイオプラスチック利活用等の取組

への支援や拡大を図るため，プラットホーム機能として本市ホームページでの紹介・

情報発信や，優れた取組を行う事業者への顕彰，事業者団体との協力に関する協定締

結等を実施していく。 

また，国の使い捨てプラスチック（ストロー，フィルター付きタバコ，ライター等）

の規制の動向を踏まえ，業界団体との意見交換を進める。 

 

オ 産学公の連携 発生抑制・再使用・リサイクル 

これまでから，ごみ組成調査の結果が容器包装リサイクル法の制定に活用されるな

ど，連携の取組を推進してきたところである。今後も，使い捨てプラスチック削減や

バイオプラスチック利活用に関する調査の実施・協力等を積極的に行っていく。 

 

カ 数値目標の検討 発生抑制・再使用・リサイクル 

   国のプラスチック資源循環戦略の内容を踏まえ，次期京都市循環型社会推進基本

計画（平成３３年度～）の策定に向けて，プラスチック資源循環に関する中長期的

な数値目標の検討を開始する。 

 

 

 


